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研究成果の概要（和文）：本研究では、アメリカのシンクタンクの政治的影響力について考察することを目的と
した。シンクタンクの活動が政策過程に及ぼしている影響力を客観的に証明することは、ほぼ不可能であると考
えられている。この方法論上の難しさを認めつつも、本研究ではシンクタンクが、政策アイディア生産者・提供
者、政治運動の担い手、政府高官供給源、という三つの影響力を行使することで、アメリカ政治における主たる
プレイヤーの一つであることを明らかにした。

研究成果の概要（英文）：This research project examined the political influence of think tanks in the
 U.S. It is often said that it is almost impossible to objectively prove the political influence of 
think tanks in the policy process. While recognizing the methodological difficulties, this research 
project revealed that the U.S. think tanks are one of main political actors and they exert three 
kinds of influence: the production of policy ideas, the facilitation of political movements, and 
acting as a supplier of senior government officials. 

研究分野： アメリカ政治

キーワード： シンクタンク　専門家　影響力　アメリカ　民主党　共和党　保守主義　リベラリズム

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
一般的には多くの関心を集めながらも、アメリカのシンクタンクに関する学術的研究は乏しい。こうした中で、
本研究ではその最大の課題である影響力の分析に正面から取り組んだ。『アメリカ政治とシンクタンク－政治運
動としての政策研究機関』はその特筆すべき成果である。同書が第34回大平正芳記念賞を受賞したように、本研
究の学術・社会両面における意義は極めて大きく、シンクタンク研究の発展に貢献すると考えている。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
(1) アメリカにおいて、シンクタンクが政治学者の視野に入るようになったのは比較的最近の

ことである。1980 年代のレーガン政権と保守系シンクタンクの密接な関係などを受けて、この

種の研究機関がアメリカ政治において重要な地位を占めていると徐々に認識されるようになり、

90 年代初頭にこの分野の研究が開始された（James A. Smith, The Idea Brokers(1991); David 
Ricci, The Transformation of American Politics(1993)）。しかし、シンクタンクに対する関心

は長続きせず、シンクタンクを主題とした研究はその後ほとんど進展していない。 
(2) シンクタンク研究が未発達であるのは、政策過程におけるシンクタンクの関係論的な影響

力を客観的に証明することが著しく困難であるからであり、そのため直感的には影響があると

認識されながらも、過度に計量的なアメリカの政治学界では、シンクタンクを直接の対象とし

た研究は敬遠されてしまった。シンクタンクの影響力をめぐる考察が困難であることは、数少

ない先行研究が概説書の域を出ていない事実が端的に物語っている。 
 しかしながら、シンクタンクの関係論的影響力の把握が困難であるといっても、当然のこと

ながら、それはアメリカ政治においてシンクタンクの影響力が皆無であることを意味するもの

ではない。すなわち、既存の方法によっては捉えることのできない影響力をシンクタンクが有

している可能性は排除されるべきではなく、現実のアメリカ政治においてシンクタンクが一定

の存在感を有していることを踏まえれば、そのような可能性は積極的に考察されるべきである。 
 
２．研究の目的 
 そこで、本研究は従来の方法では捉えられないシンクタンクの影響力として次の三つの形態

が存在する可能性に注目した。第一に、政策アイディア生産者・提供者としての影響力である。

第二に、政治運動としての影響力である。第三に、政府高官供給源としての影響力である。第

三の影響力については、政策過程におけるシンクタンクの影響力を客観的に証明することは不

可能に近いとしても、その一方でシンクタンクがいかなる資源を通じて政策論議に影響力を及

ぼそうとしているか、つまり影響力（権力）の実体論的観点からもシンクタンクを捉えるべき

である。そこで、人材という資源に着目し、いつ頃からシンクタンクは人材供給源としての役

割をより顕著に果たすようになったのかを明らかにしようとした。 
 要するに、本研究は、政策案の効果、政治運動論、影響力の実体論という三つの視点からシ

ンクタンクに迫ることで、権力概念の修正を目指そうとしたのである。 
 
３．研究の方法 
(1) 本研究は、アメリカにおいてイデオロギー系を中心にシンクタンクが質量ともに拡大し、

政策研究機関が本格的に出現した1970年代以降を対象に、次の三つの作業を並行して行った。

第一に、シンクタンクによる政策提案のイデオロギー的バイアスに着目し、その政治家への浸

透度の把握を試みた。第二に、過去 40 年余りで拡大した特定イデオロギーに立脚するシンク

タンクがそれぞれの政治運動の中でどのような機能を果たしているのかに注目した。その際、

シンクタンクへの資金提供者の傾向なども調査した。なお、以上二つの影響力を解明するため

に、イデオロギー系シンクタンクが長年にわたり深く関与してきた経済政策（規制政策）と社

会保障政策（福祉・医療保険政策）を事例として選択した。そして、第三にニクソン政権以降

の政府高官情報を収集し、高級官僚に占めるシンクタンク関係者の推移などについての分析を

行った。 
(2) 本研究では、基礎的資料・データの収集とともに、現地アメリカにおける調査が何よりも

不可欠であった。そこで、早い段階から首都ワシントンにおいてシンクタンク関係者を中心と

した聴き取り調査や意見交換を精力的に実施し、保守系シンクタンク（ヘリテージ財団、アメ

リカン・エンタープライズ研究所（AEI）、ケイトー研究所など）及び、リベラル系シンクタン

ク（アメリカ進歩センター（CAP）、予算優先政策センター、サードウェイ、経済政策研究所

など）の関係者から多くの貴重な情報や資料を入手した。 
 
４．研究成果 

(1) まず、政策アイディア生産者・提供者としての影響力については、生産者・提供者は顧客

である政治家のイデオロギー的選好を前提に政策案を提供する傾向がある。本研究は、このタ



イプの影響力は分極化の促進という形で現れることを明らかにすることができた。このように、

今日のアメリカ政治では政策提案の開発者であるシンクタンクの研究員と政治家の間で、イデ

オロギー的に相互に補完し合う関係が存在している。 
(2) つぎに、政治運動としての影響力の解明は、政治的インフラストラクチャーとしてのシン

クタンクの姿を考察することを意味する。本研究では、シンクタンクが保守やリベラルのため

の政治インフラの要として、①政策の情報源、②人材の育成、③連合構築、という三つの機能

を果たしながら、政治運動を先導している実態を明らかにすることができた。 
(3) アメリカ官僚制における政治任用制度のもと、シンクタンクが政府高官の供給源であるこ

とは広く知られている。確かにシンクタンク研究員は高級官僚予備軍であり、同時に失職した

前高級官僚への職の提供者である。しかし、いつ頃から人材供給源としての役割を顕著に果た

すようになったのかについて、先行研究は沈黙したままである。 
 こうした中、本研究では主に二つの理由から 1980 年代のレーガン政権以降、シンクタンク

の人材供給源としての役割が飛躍的に増大したことを明らかにした。第一に、イデオロギー系

シンクタンクの増大に伴いアメリカのシンクタンク世界が一挙に拡大し、シンクタンクが擁す

る人材が膨らんだ。第二に、レーガン政権以降、閣僚より下のレベルの人事もホワイトハウス

が主導するようになり、大統領の政策的立場を共有している人材が重視されるようになった。

これら二つの要因を背景として、1980 年代を境にイデオロギー系シンクタンク関係者を中心に

シンクタンク研究員が政府高官へと数多く起用される傾向が生まれたことを解明することがで

きた。このように、過去 40 年余りでシンクタンクは、政策アイディア生産者・提供者として

の影響力、政治運動としての影響力、政府高官供給源としての影響力、これらの三つの影響力

を通じて、アメリカ政治において確固たる地位を築くことに成功した。 
(4)しかし、現在、シンクタンク世界はこれまでとは異なる政治環境に直面している。すなわち、

トランプ現象に象徴されるポピュリズムの高まりによって、保守派の政策エリートが動揺し、

シンクタンクはアメリカ政治における存在感を低下させつつある。事実、2016 年大統領選の時

から、従来の大統領候補者とは対照的に、トランプはシンクタンク研究員の政策的助言を積極

的に求めようとせず、大統領就任後もシンクタンク研究員を政府高官に起用することを悉く拒

んだ。要するに、トランプによって保守系シンクタンクは冷遇されているのである。言うまで

もなく、このような事態は過去に見られなかったことである。 
 ただし、ポピュリズムの影響は保守派のみに見られるものではない。すなわち、昨年中間選

挙を受けて左派のポピュリズムが一層活気付く中で、リベラル系シンクタンクが 2020 年大統

領選で難しい状況に追い込まれる可能性は否定できない。実際、既に民主党エスタブリッシュ

メントの一角を構成するアメリカ進歩センターは、バーニー・サンダースから厳しい批判を受

けていると報じられている。こうしたポピュリズムの台頭が政策エリートの世界にいかなる影

響を及ぼすのか、より具体的には、シンクタンク世界の再編へと繋がり本研究で示した影響力

の低下をもたらす可能性があるのかについては、今後の研究課題である。 
(5) 最後に、本研究の意義について強調したい。アメリカ政治学界では影響力をめぐる考察と

いう難題からシンクタンク研究はほとんど進展していない。その一方で、学界の外では「シン

クタンク決定論」とも呼べる議論が見られ、シンクタンクの影響力について過度に評価する印

象論的な議論が少なくない。 
 こうした中で、アメリカのシンクタンクが有する影響力を具体的に明らかにした本研究の意

義は強調されるべきであり、今後のシンクタンク研究の発展に資するはずである。なお、『アメ

リカ政治とシンクタンク－政治運動としての政策研究機関』（東京大学出版会、2017 年）は本

研究の特筆すべき成果であり、第 34回大平正芳記念賞を受賞するなど高い評価を受けている。 
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